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空間情報活用のためのデータ統合基盤に関する研究

亀田 晃佑1,a) 辛 涛1 リム 勇仁1 丹 康雄1

概要：空間情報は，さまざまな分野でアプリケーション毎の要求に応じて独自に作成，活用されている．
各アプリケーションで作成されたデータは，他のデータと組み合わせることで，高次の空間情報を導出す
ることが可能となるが，この際，適切なデータ処理，データ分析を行う必要があり，データ活用者はこの
作業に多大な時間やコストを要する．本研究では，複数種類の空間情報を収集し，データ処理，データ分
析を行うことで得られる空間情報を提供するデータ統合基盤を提案する．データ活用者は，提案するデー
タ統合基盤から提供されるデータを活用することで，開発に費やされる時間や労力，収集するデータ量を
削減することが可能となる．
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1. はじめに
空間情報とは，空間上の特定の位置情報とそれに関連付

けられた情報のことを指し，さまざまな種類の空間情報が
存在する．例えば，電子地図における位置の基準となる基
盤地図情報や，地形，建物，植生，インフラ，景観などを 3

次元で表現する 3次元都市モデルは，基盤的な空間情報と
してさまざまなアプリケーションに活用できる．また，こ
れらの基盤的な空間情報の他にも，自然現象や人工物に関
する情報を表すセンサデータや，住民基本台帳データも空
間情報の一種と考えることができる．特にセンサデータを
含めた動的な空間情報は，リアルタイムデータとして今後
のビジネスを牽引していく可能性がある [1]．空間データ
とは，これらの空間情報をコンピュータ処理を前提として
表現したデータのことを指す．
このような空間情報を活用するために，データの作成，

管理，処理，分析，活用などに関して，地理情報科学の分
野では多くの研究や開発が成されてきた．例えば，地理情
報システム（GIS：Geographic Information System）は，
地理空間情報の作成・保存・利用・管理・表示・検索など
の機能を有するシステムであり，さまざまな場面で活用さ
れている．また，データのアクセシビリティや再利用を促
進させるフレームワークとして，空間データ基盤（SDI :

Spatial Data Infrastructure）のような技術の開発も進めら
れている．
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このように，空間情報の作成，管理，処理，分析，活用
に関して，GISや SDIを中心にさまざまな技術が開発され
てきたが，空間情報を活用し，サービスを実現するために
は，依然として以下のような課題が存在する．
• データのダウンロード，データの整合化，データの前
処理に多大な時間が費やされる [2][3]．

• 大規模な空間情報を扱うアプリケーションでは，デー
タストレージや処理能力などのリソースを確保するた
めに多大なコストが生じる [2]．

• データ活用者が，地理情報科学に関するバックグラウ
ンドを持っておらず，複雑な処理・分析を実装するこ
とが困難な場合がある [2]．このようなデータ活用者
は，「特定の地域」の「特定の時間」の「特定の対象
物」に関するデータといったような，空間範囲，時間
範囲，属性に基づくデータの要求を行うことが想定さ
れる [5]．

• 従来の SDIは，静的な生データのみへのアクセスを可
能にするため，動的なデータに対するアクセスの柔軟
性がない．また，データ活用者が実際に必要とする以
上のデータがダウンロードされる場合がある [2]．

本研究では，空間情報活用のためのデータ統合基盤を提
案することで，これらの課題の解決を目指す．
本研究の貢献は以下の通りである．
• 地理情報科学やデータ分析に精通しないデータ活用者
が，複雑なデータ処理・分析によって得られる空間情
報を容易に活用できるようになり，空間情報活用の促
進につながる．

• 単一のデータ基盤上でデータの収集，処理，分析を実
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現するため，データ活用者が空間情報を収集し，デー
タ処理・分析を行う必要がなくなり，データ活用者側
の計算機リソースの削減に貢献できる．

• 潜在的に空間情報を有しているにも関わらず，プライ
バシーなどの問題から活用を制限する必要があるデー
タを，データ処理・分析によって作成された高次デー
タとして提供することが可能となる．

2. 関連研究
空間情報は，多くの分野で意思決定のための要素として

活用できる情報であり，多くの国や自治体などの組織に
よって空間情報の作成，管理，処理，分析，活用のための
手段について検討がなされてきた [6]．
空間データの管理，処理，分析，活用のうちの表示に関し

ては，GISが多くの組織で利用されている．Steinigerら [7]

によると，GISは「デスクトップ GIS」「空間データベー
スシステム (Spatial DBMS)」「WebMapサーバ」「サーバ
GIS」「WebGISクライアント」「モバイルGIS」「GISライ
ブラリ」に分類され，それぞれ異なる目的のために用いら
れる．これまで，空間情報を活用する産業および研究で
は，デスクトップ GISで局所的に空間分析を行うことが
主な方法であったが，ウェブ上で空間情報にアクセスし，
処理を行う技術の開発とそれを用いた活用方法がいくつか
検討されている [8]．例えば，OpenGIS Web Map Service

Interface Standard (WMS) は，空間データベースから地図
画像を要求するHTTPインターフェースを提供する標準規
格である [9]．他にも，データの発見には Catalog Service

for the Web (CSW)，データの検索には，ベクタデータに
対してWeb Feature Service (WFS)，ラスタデータに対し
てWeb Coverage Service (WCS) が存在する．これらは，
Open Geospatial Consortium (OGC) が標準規格として開
発しているものであり，OGC Web Services (OWS) と呼
ばれている．この技術により，データ活用者は大量のスト
レージや高い処理能力を持つ環境を用意することなくデー
タに対する処理を行うことが可能となる [2]．
OWSの技術は，空間情報の活用を促進するための仕組み

である空間データ基盤（SDI : Spatial Data Infrastracture）
の機能として使用されることが期待されている．SDI と
は，他者の持つデータを取得できる環境を整備することで，
データ生成・管理のための資源，時間，労力の削減を実現
する技術，制度，ポリシーを含むフレームワークとして定
義されており，多くの国や自治体のよって開発が進められ
ている [10]．主に，空間データの表示，分析などを担うク
ライアントソフトウェア（デスクトップ GISやWebGIS

クライアント），メタデータや空間データセット，サービ
スの表示，検索，照会を担うカタログサービス，インター
ネットを介した空間データの提供を担う空間データサービ
ス，GISのデータ処理機能を提供する処理サービス，空間

データの管理を担うデータリポジトリ，データの作成を担
う GISソフトウェア（デスクトップ GIS），の 6つのソフ
トウェアで構成される [11]．
日本では，空間データの活用を促進させる仕組みとして，

G空間情報センターが運用されている．G空間情報セン
ターでは，G空間情報 (地理空間情報)産業の活性化，新た
なビジネス・サービスの創出を目的として，国，地方公共
団体，大学，民間等が保有するオープンデータ，有償・無
償データ，独自データなどがポータルサイトを介して提供
されている [4]．G空間情報の提供者は，ユーザ登録，組織
作成などの各種手続きを行い，共通連携基盤（API）を介
してデータを登録することができる．G空間情報の活用者
は，登録されたデータをWebページの地図上に表示した
り，ダウンロードして活用したりすることが可能である．
このように，空間情報の作成，管理，処理，分析，活用に

関するさまざまな技術が開発されてきたが，データ処理・
分析によって収集したデータからサービスに必要な情報を
作成することに多大な労力を費やされることは依然として
課題である [2]．WebGISの技術は，データ活用者がデータ
処理を行うデスクトップGISの環境を用意せずに，事前に
前処理を行った空間情報を提供することを可能にするが，
適切な処理を行うためのシンタックスは複雑であり，地理
情報科学の知識が必要となる [2]．また，取得したデータに
対しても，データ分析などを行うことで必要な情報を導出
する必要がある．

3. 空間情報活用に関する調査
本章では，現在，活用される空間情報の種類，活用分野

に関してそれぞれ調査を行い，空間情報活用に関する考察
を行う．

3.1 空間情報の種類
• 基盤地図
国土地理院が中心となって整備を進めている電子地図に

おける位置の基準となる情報である．整備項目には「測量
の基準点」「海岸線」「公共施設の境界線」など 13項目が含
まれる．さまざまなアプリケーションにおいて基盤的な空
間情報として利用される．
• 国土数値
地形，土地利用，公共施設，道路などの国土に関する基

礎的な空間情報であり，オープンデータとして無償で提供
されている．国土（水，土地），政策区域，地域，交通，位
置参照情報の分類でさまざまな空間情報が存在する．
• 3D都市モデル
地形，建物，植生，道路などのモデルを含む 3次元の空

間情報によって都市環境を表現したものである [13]．日本
では，Project PLATEAU として国土交通省が 3D都市モ
デルの整備・活用・オープンデータ化を進めている [14]．

c⃝ 2021 Information Processing Society of Japan 2

Vol.2021-HCI-195 No.5
Vol.2021-UBI-72 No.5

2021/11/30



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

• 点群
レーザスキャナーなどの測量機器によって得られる 3次

元点群データは，位置合わせなどの加工処理を施すことで，
道路，建物，植生などの地物の 3次元モデルとして扱うこ
とができる [15]．
• BIM/CIM

Building Information Modeling(BIM) は，建築物のライ
フサイクルを通じて、設計やプロジェクトに関わる重要な
データをデジタル形式で管理する方法論のことであり [16]，
計画，設計，施工，維持管理などにおいて 3次元建物情報
モデルデータが BIMデータとして活用されている．点群
とは異なり，建物の形状だけでなく，材質，メーカ情報な
どの属性を扱うことができる．BIM が建築分野のデータを
扱うのに対し，Construction Information Modeling (CIM)

では土木分野で地形，土工形状，地質などのモデルも対象
となる．
• POI

Point of Interest (POI) は，意味を持つ特定の場所や目
標物のことを指す（避難所，店舗，トイレ，AED設置位置
など）．
• センサ
ある対象に関する空間情報・時間情報を収集するセンサ

の市場は増加傾向にあり，リアルタイムのサービスを提供
する多様なアプリケーションに活用されることが期待でき
る．例えば，リアルタイムの交通量や気候，自然に関わる
状況を把握するために，自動車を交通観測モニタリング装
置と捉えたプローブカーの開発が進められている [1]．航空
写真などの画像データも，地図を表示するアプリケーショ
ンなどで活用されている．
• 人
全球測位衛星システム (GNSS) や，スマートフォンの普

及により，マップサービスのユーザは，現在位置をリアル
タイムに把握することが可能となった．これにより，目的
地までのナビゲーションシステムなど，ユーザの位置に基
づくさまざまなサービスが開発されている．
• 住民基本台帳
もともと，氏名，生年月日，性別，住所などが記載された

住民票を編成したものであるため，個々の情報を使用する
ことはできないが，空間範囲に基づく統計データとして扱
うことで，個人のプライバシーに配慮しながら，人口の統
計情報などを扱うことが可能となる．このような統計デー
タは，地域単位での人口推移の予測などのサービスに活用
することが期待できる．
表 1は，空間情報の種類を [1]を参考に，基盤的，静的，

動的な空間情報に分類したものである．

3.2 空間情報の活用分野
表 2は，[17]をもとに主な空間情報の活用分野を示した

表 1 空間情報の種類
分類 空間情報

基盤的な空間情報 基盤地図，国土数値（道路など），
3D 都市モデル

静的な空間情報 国土数値（避難所など），（静的）点群，
BIM/CIM，POI

動的な空間情報 （動的）点群，センサ，人，住民基本台帳

ものである．この表から，以下のような考察を得ることが
できる．
• センサデータに基づき人流や交通流などの都市活動
に関する情報を作成・活用するいくつかのアプリケー
ションが検討されている．

• 複数種類の空間情報を活用し，単一の空間情報だけで
は把握出来ない空間情報を導出するいくつかのアプリ
ケーションが検討されている．例えば，防災分野では，
災害時にセンサから得られるリアルタイムの被害情報
と，道路データなどを組み合わせてデータ分析を行う
ことで，被害箇所を迂回する避難経路情報を導出する
ことが可能となる．

4. 提案手法
本研究では，空間情報を収集し，データ処理・分析によっ

て得られる空間情報をデータ活用者に提供するデータ統合
基盤（API）を提案する．

4.1 要件
ここでは，データ統合基盤の要件を，データ活用者，デー

タ提供者，基盤の開発者の三つの立場から述べる．
4.1.1 データ活用者側の要件
(1) データリクエスト：データ活用者は二つに分類でき

る．データの取り扱いや管理に関する技術的な専門知識を
持つデータ活用者と，情報を消費し，意思決定のために前
処理された付加価値のあるデータを必要とするデータ活用
者である．地理情報科学に関するバックグラウンドを持っ
ていない人にとっての開発を容易にするために，このデー
タ統合基盤では，後者にデータを提供することを想定する．
この場合，以下の三つのニーズ設定に基づき，データ処理・
分析済みの空間情報を提供することが必要となる．
• 空間範囲（地域名，特定の経緯度範囲，バッファ領域
（ある地点から半径 1km圏内など）など）

• 時間範囲（最新，特定の時刻など）
• 属性（活用分野（防災，観光など），データ種類（人，
センサ種類など），データ提供者（特定の自治体，民間
事業者など）など）

(2) データのエンコーディング：ベクタデータは，Geo-

JSON, GMLなど，ラスタデータは，PNG, JPEG, Geo-

TIFF, CSV, JSONなど，それぞれ一般的に使用されるデー
タフォーマットに対応することで，データの可視化などに
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表 2 空間情報活用例
活用分野 ユースケースの例 活用する空間情報の例
防災 リアルタイムハザードマップ， 基盤地図，3D 都市モデル，

リアルタイムの被害状況に基づく避難誘導， 国土数値（道路，避難場所，浸水想定区域など），
時系列浸水シミュレーションデータの 3D 可視化 センサ（河川水位など），人（GNSS など）

まちづくり（インフラ整備） 人流・交通流モニタリング， 基盤地図，3D 都市モデル，点群，
沿道状況（歩行者交通量など）センシング 人（GNSS，カメラ，赤外線など)，住民基本台帳

観光 混雑予測， 基盤地図，3D 都市モデル，
賑わい創出 人（GNSS，カメラ，赤外線など），点群

第一次産業 (農業) 農業機械の自動制御，精密な費用散布 圃場地図，センサ（車載センサなど）
第二次産業 (建設業) 設計，施工，維持管理の効率化 BIM/CIM

交通・物流 公共交通の混雑予測（ロードマップ）， 基盤地図，3D 都市モデル，道路，
配送ドローンの制御（ロードマップ）　 センサ（カメラなどによる交通量情報），点群

健康・福祉 バリアフリーを踏まえた経路案内（ロードマップ），　 基盤地図，3D 都市モデル，
感染症流行に関する分析 人（GNSS，感染者統計情報など）

環境・エネルギー 日照シミュレーション（ロードマップ） 3D 都市モデル，日照モデル

よる活用が容易になる．
(3) メタデータ（データカタログ）：少なくとも，データ

識別子，データ提供者，地理的・時間的分解能，パラメー
タとその単位などの情報が必要である．
(4) 応答時間：データ活用者側のアプリケーションの要

件に対応することができる応答時間内にデータレスポンス
を行う必要がある．要求される応答時間はアプリケーショ
ン毎に異なることが想定される．
4.1.2 データ提供者側の要件
(1) データフォーマット：データの種類の調査で上がっ

たもので一般的に使用されるフォーマットを網羅できる必
要がある．
(2) 座標系：標準的なWGS84 CRS以外にも様々な座標

基準系（CRS）のデータがあるため，それぞれに対応する
必要がある．処理機能の入力が単一の座標基準系を扱うの
であれば，変換の前処理が必要．
(3) データの整合性：各データのデータモデルに対して，

意味的に正しい記述法のデータを提供する必要がある．
(4) 応答時間：センサデータなどの動的なデータに関し

ては，リアルタイムの空間情報を扱う活用分野にデータを
提供するために，最小限の応答時間でデータを提供するこ
とが望ましい．
(5) スケーラビリティ：複数のリクエストに同時に応え，

かつ同等のパフォーマンスを発揮しなければならない．
(6) サービス品質：データ提供の機能がサードパーティ

のサービスに基づいている場合，データ組織はサードパー
ティ・ソフトウェアの確実な更新とアップグレードを行う
必要がある，また，サービス利用状況の監視や，リクエス
トごとの最大データ量の制限なども考慮しなければなら
ない．
(7) 課金：データを提供するメリットとして，データ活

用状況に基づき利益を得られる仕組みが必要である．

(8) データ活用制限：データの活用に制限をかけられる
仕組みを含めることで，より多様なデータの登録を促進で
きる．例えば，防犯カメラ映像は，災害時などの緊急時に
のみ，人流計測などのために活用されることが望ましい．
4.1.3 基盤の開発者側の要件
(1) データ処理・分析の実現：データ提供者から収集し

たデータを処理・分析し，需要のある空間情報を生成する
必要がある．
(2) データの整合性：データ処理・分析によって得られ

る空間情報の正確性や有効性を評価する必要がある．
(3) 応答時間：データ処理・分析にかかる応答時間に従

い，実現できるアプリケーションが制限される．
(4) スケーラビリティ：データ活用者側からの複数のリ

クエストに同時に応え，かつ同等のパフォーマンスを発揮
しなければならない．
(5) サービス品質：データ処理・分析機能が，サードパー

ティのサービスに基づいている場合，基盤の開発者はサー
ドパーティソフトウェアの適切な更新が必要である．また，
サービス利用状況の監視や，リクエストごとの最大データ
量の制限なども考慮しなければならない．

4.2 データ統合基盤の概要
提案するデータ統合基盤の役割は主に 3つある．一つ目

は，データブローカとして，さまざまな組織の空間情報を
提供することである．二つ目は，データ処理により，デー
タ活用者が行う必要があった前処理を事前に済ませた空間
情報を提供することである．三つ目は，データ分析により，
データ活用者がローカルの環境で導出する必要があった高
次の空間情報を提供することである．
これらの役割を実現するために，提案するデータ統合基

盤では 3つの機能が必要となる（図 1）．一つ目の機能は，
データ収集の機能である．これは，データ活用者の要求に
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対して，適切な空間情報を提供するために必要な空間情報
を収集する機能である．二つ目の機能は，データ処理・分
析の機能である．これは，データ提供者から収集した空間
情報にデータ処理・分析を施すことで，さまざまなアプリ
ケーションで活用することができる空間情報を作成する機
能である．三つ目の機能は，データ提供の機能である．こ
れは，前述したデータ収集，データ処理・分析によって得ら
れた空間情報をアプリケーションに提供する機能である．
データ活用者は，地理情報科学の知識を持たずとも，デー

タ処理・分析によって得られた空間情報を APIを介して
取得し，活用することができる．また，データ処理・分析
の作業をローカルで行う必要がなくなるため，アプリケー
ション開発にかかる時間や労力を大幅に削減することがで
きるだけでなく，データ収集，処理，分析のためのリソー
スを用意する必要がなくなる．
ここからは，データ統合基盤の各機能の内容について詳

しく説明する．
4.2.1 データ収集
前章で示したさまざまな種類のデータを収集する．デー

タ提供者はデータカタログにメタデータを登録し，実デー
タを提供する．収集されたデータは，基盤上の空間データ
ベースまたは時系列データベースにより管理する．要素技
術として，少なくとも以下の機能が必要となる．
• データカタログ
データ提供者は，データ活用者や基盤の開発者がデータ

を理解するためのメタデータをデータカタログに登録する
必要がある．メタデータの内容には，少なくとも，データ
識別子，データ提供者 ID，地理的・時間的分解能，パラ
メータとその単位が必要となる [2]．さらに，課金の機能を
実現するための無償/有償を設定するパラメータや，デー
タの活用制限を実現するためのパラメータが必要となる．
• 契約
データ提供者またはその組織と契約を結び，データの活

用に関する同意を得る必要がある．具体的には，データ提
供者を識別するための ID，データ提供者側のサービス間
のプロトコルの違いの管理，信頼性のある認証手続きを行
うためのトラストアンカーの機能が必要となる．
• 課金
データ活用によって，データ提供者に報酬が与えられる

必要がある．そのために，データの活用に関する計量手法
が必要となる．
• 伝送方式
一般的な HTTPによるデータ伝送のみでなく，センサ

データの伝送に使用されるMQTTなどに対応することで
多様なデータに対応できる．
4.2.2 データ処理・分析
データ処理・分析は，GISで行われるようなデータの前

処理的な作業と，既存の空間情報が潜在的に持つ空間情報

防災

インフラ

観光

農業

建設業

・
・
・

データ統合基盤

API API

データ収集

データ提供

データ処理・分析BIM/CIM

POI

点群

国⼟数値

基盤地図

3D都市モデル

⼈

住⺠基本台帳

センサ 交通・物流

図 1 データ統合基盤の全体像

を導出する作業がある．さらに，後者の作業を二つの作業
に分類する．一つ目は，「単一種類のデータから空間情報を
導出する」作業である．この作業には，画像処理による人
数推定や，点群処理によるオブジェクト識別が含まれる．
二つ目は，「複数種類のデータから空間情報を導出する」作
業である．この作業には，複数種類のデータを重ね合わせ
ることで（オーバーレイ分析），その空間が持つ新しい属性
を導出する作業などが含まれる．
• GIS系データ処理
空間データは，位置を示すための座標参照系として世界

測地系のWGS84や日本測地形の JGD2011などが存在す
る．複数の空間データを扱う場合は，座標参照系を統一し
て扱うために「座標参照系変換」を行う．位置を表現する
方法には，座標参照系の他に住所や施設名によって表現す
る場合がある．そのような表現の空間データに対して空間
解析などを行う際には，住所や施設名を緯度軽度に変換す
る「ジオコーディング」を行う．その他に，GISでは，単
純化や集成化と呼ばれる「データ変換」などのデータ処理
が行われる [18]．
• GIS系データ分析
GISでは，基本的な「空間解析」として，ラインデータ

の全長やポリゴンデータの面積を計算する基本量の測定，
空間範囲や属性に基づくオブジェクト選択，統合 (merge)

や切り抜き (clip)などの空間データ操作，二つ以上の空間
データを重ね合わせ，特定の条件を満たす領域を抽出する
オーバーレイ分析などがある．その他にも，GISでは，ラ
インデータを用いて最短経路などを導出する「経路探索」
や，地物からの距離が特定の距離以下である領域（バッ
ファ）や，各地物までの距離が最小である領域（ボロノイ）
を導出する「領域分析」などのデータ分析が行われる [18]．
• 単一種類のデータにもとづく空間情報の作成
前章での活用分野の調査により，都市活動に関わる人や

交通量に関するデータはさまざまな分野のアプリケーショ
ンで作成，活用されていることがわかった．例えば，カメ
ラデータの「画像処理」，LiDARデータの「点群処理」，そ
の他人流や交通流を計測するセンサデータの「時系列デー
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図 2 データ統合基盤の主な機能

タ分析」などによって，その空間の「人流・交通流計測」
の機能が実現できる．
• 複数種類のデータにもとづく高次な空間情報の作成
複数種類の空間情報を活用することで，単一の空間情

報では得られない属性を導出できる場合がある．例えば，
防災分野では，火災情報や土砂災害情報などの災害情報，
ユーザの位置情報，避難施設，道路データなどを用いるこ
とで，「被害箇所を迂回する避難経路探索」を実現するこ
とが考えられる．これは，最短経路探索で得られる避難経
路データに災害情報を重ね合わせ，被害箇所の属性を追加
する拡張を行うことで実現できると考えられる．このよう
に，複数種類の空間情報を活用することで新しい属性を追
加した高次の空間情報を作成することができ，そのような
機能はさまざまな活用分野で必要であると考えられる．
ここで述べたデータ処理・分析機能によって得られた空

間情報は，その情報に関するメタデータを作成し，データ
活用者が検索するためのデータカタログに登録する必要が
ある．データ提供者もしくはデータ統合基盤開発者がデー
タ活用者のニーズに合わせたデータの登録を行うことで，
データ活用者がデータ処理・分析の作業を行うことなくさ
まざまなデータを活用することが可能となる．
4.2.3 データ提供
データ活用者の要求（空間範囲，時間範囲，属性）にも

とづきデータを提供する．要素技術として，少なくとも以
下の機能が必要となる．
• データカタログ
データ提供者から収集された空間情報，基盤のデータ処

理・分析機能によって導出された空間情報に関するメタ
データのデータカタログが必要となる．メタデータの内容
には，少なくとも，データ識別子，データ提供者 ID，地理
的・時間的分解能，パラメータとその単位，などが，活用
するデータへの理解のために必要となる [2]．
• 契約
データ活用者は契約を結び，適切なデータ活用を行う必

要がある．データ収集機能と同様，データ活用者を識別す
るための ID，データ活用者側のサービス間のプロトコル
の違いの管理，信頼性のある認証手続きを行うためのトラ
ストアンカーの機能が必要となる．
• 課金
データ活用に関する料金を計量手法によって設定するこ

とで，データ統合基盤の運用やデータ提供者にデータ活用
による利益を還元することが可能となる．
• 伝送方式
データ活用者のサービスに適した伝送方式でデータを送

信する必要がある．
図 2は，これまでに述べた機能をまとめたものである．

4.2.4 APIの設計
提案するデータ統合基盤を実現する一つの手段は，デー

タ収集，処理，分析機能によって得られた空間情報を提供
する API (Application Programming Interface) を開発す
ることである．パラメータとして，空間範囲，時間範囲，
属性を用いた GETメソッドを開発することで，地理情報
科学の知識を前提としないデータ活用者に対して，データ
処理・分析によって得られる空間情報を提供することが可
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能となる．

5. 考察と議論
本研究では，空間情報活用のためのデータ統合基盤とし

て必要となる機能について提案した．ここでは，このデー
タ統合基盤の有効性を示す例として，「災害時に，被害状
況にもとづくユーザの避難経路を表示するアプリケーショ
ン」という防災分野のユースケースについて考える．災害
情報には，火災情報と土砂災害情報を用いることにする．
図 3は従来のサーバ GISを用いたアプリケーション開

発，図 4は提案するデータ統合基盤（API）を用いたアプ
リケーション開発を表している．従来の方法のメリットと
しては，
• データ処理・分析を工夫することで，導出される避難
経路データの品質を向上させられる可能性がある

という点が挙げられる．一方でデメリットとして，
• 「災害情報」，「道路データ」，「避難施設」のデータを
全てローカル環境に収集する必要があり，サーバ GIS

の処理・分析に関わるリソースも用意する必要がある
• データ処理・分析機能の実装に時間が費やされる
• 適切なデータ処理，分析を行うために地理情報科学や

GISの知識を必要とする
という点が挙げられる．
データ統合基盤を用いた空間情報活用方法では，
• 活用するデータは，データ処理・分析結果としての避
難経路のデータのみであるため，ローカルに従来のよ
うなリソースを用意する必要がない

• アプリケーション開発が簡略化される
• データ処理・分析のための地理情報科学やGISの知識
を必要としない

という点において，従来の方法のデメリットを補うことが
可能である．
また，このデータ統合基盤は，同様のデータを活用する

アプリケーションが複数存在する際にメリットが発生する．
例えば，今回の例である，避難経路を提供するアプリケー
ションを複数の組織が開発する場合，活用する災害情報は
組織により異なる可能性があるが，道路データや避難施設
データは国土交通省によって整備されている同じデータを
活用することが想定される．表 3は，それらのデータ（国土
数値情報の日本全土の道路データGML形式：約 153.5MB，
避難施設データGML形式：約 132.5MB）のデータ量のみ
を考慮し，従来の空間情報活用方法と，データ統合基盤を
用いた空間情報活用方法で複製されるデータ量がどのよう
に異なるかを示したものである．この表から，データ統合
基盤を用いた空間情報活用方法のメリットとして，データ
統合基盤に収集されるデータを各アプリケーションが共有
するため，アプリケーション数に関わらず全体として複製
されるデータ量が一定であることが挙げられる．
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図 3 従来の空間情報活用方法
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図 4 提案する空間情報活用方法

表 3 アプリケーション数とデータ量 (MB)

アプリケーション数 1 5 10

従来の空間情報活用 286 1430 2860

データ統合基盤を用いた空間情報活用 286 286 286

データ統合基盤を用いた空間情報の活用方法のデメリッ
トとしては，
• データ処理・分析の方法がデータ統合基盤に依存する
ため，提供されるデータの品質をデータ活用者が向上
させることができない

という点が挙げられる．少なくとも，データ統合基盤に
よって処理や分析が行われたデータが，データ活用者が要
求している情報と合っているかどうかを確認するためのメ
タデータ等の記述が必要になる．
今後の課題として，データ統合基盤（API）を実装し，

このような空間情報を活用するシナリオに対して要求され
る空間情報を提供できるかどうか，データの整合性を評価
する必要がある．この際，データ活用者側の要件に含まれ
るサービス品質や，応答時間についてもシナリオを適応さ
せることで評価を行う必要がある．また，データ統合基盤
のスケーラビリティについても議論が必要である．この基
盤は，多数のユーザに同時に利用されることを想定するた
めに，そのような多数のアクセスに対応するためのソフト
ウェアコンポーネントやアーキテクチャを検討する必要が
ある．
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6. おわりに
本研究では，さまざまな種類のデータの収集，処理．分

析，提供を行うデータ統合基盤を提案した．この基盤に
よって，地理情報科学の知識を持たないデータ活用者も，
APIを介して容易に空間情報を活用することができる．こ
れにより，データ活用者は，データの収集，処理，分析に費
やされていた時間や労力を大幅に削減できるだけでなく，
活用するデータ量やデータ処理，分析のために用意する必
要があったリソースを削減することができる．また，デー
タ提供者は，データの活用制限を設定することで，実デー
タを保護しながら，そのデータの持つ潜在的な空間情報の
活用を促進させることが可能となる．
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